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1.　はじめに
　本稿の目的は、近年国際的に議論されている退職給付会計の見直しに関する論点のう
ち、特に数理計算上の差異及び過去勤務費用の望ましい会計処理を検討することである。
具体的には、（1）これらの項目を貸借対照表で遅延認識すべきか又は即時認識すべきか、
（2）即時認識する場合には、包括利益計算書等で純損益とその他の包括利益（Other 
Comprehensive Income：OCI）のどちらに区分表示すべきか、また（3）包括利益計算書
等で OCIに区分表示する場合には、その後にリサイクルを行うべきかについて検討する。
　本稿の残りの部分の構成は、次のとおりである。第 2節から第 4節では、日本基準、米
国基準及び国際会計基準（IFRS）のそれぞれにおける数理計算上の差異及び過去勤務費
用の会計処理について確認する。第 5節では、財務諸表の利用者にとっての意思決定有用
性の観点から、数理計算上の差異及び過去勤務費用の望ましい会計処理を考察する。最後
に第 6節では、本稿の結論を述べる。
2.　日本基準
　本節では、日本基準における数理計算上の差異及び過去勤務費用の会計処理について確
認する。日本基準では、企業会計審議会から 1998年 6月に公表された『退職給付に係る
会計基準』等において退職給付に関する主要な会計処理が規定されている。目下、企業会
計基準委員会（ASBJ）により IFRSとのコンバージェンスの観点から見直しが進められて
おり、2009年 1月の『退職給付会計の見直しに関する論点の整理』（ASBJ論点整理）の
公表を経て、2010年 3月に企業会計基準公開草案第 39号『退職給付に関する会計基準
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（案）』（ASBJ基準案）が公表されている。
　（1）　数理計算上の差異及び過去勤務費用の定義
　①数理計算上の差異
　数理計算上の差異とは、年金資産の期待運用収益と実際の運用成果の差異、および、退
職給付債務の数理計算に用いた見積数値と実績との差異及び見積数値の変更等により発生
した差異をいう（退職給付会計基準一 5）。また、このうち費用処理されていないものを未認
識数理計算上の差異という。
　②過去勤務費用
　過去勤務債務とは、退職給付水準の改訂等に起因して発生した退職給付債務の増加又は
減少部分のことをいう（退職給付会計基準一 5）。将来の退職給付の額は、企業の採用する退
職給付規程に基づいて算定される。このため、企業の採用する退職給付規程が改訂されれ
ば、退職給付見込額、ひいては退職給付債務の額が変動する。この変動額が過去勤務債務
である。また、このうち費用処理されていないものを、未認識過去勤務債務という。
　なお、現行の日本基準における過去勤務債務は、ASBJ基準案では過去勤務費用と名称
が変更されているが、その内容に変更はない。
　（2）　数理計算上の差異及び過去勤務費用の会計処理
　①会計処理
　現行の日本基準では、数理計算上の差異及び過去勤務債務は、原則として、各期の発生
額について平均残存勤務期間以内の一定の年数で毎期規則的に費用処理しなければならな
い（退職給付会計基準三 2（4）、注 9）。なお、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債
務は、費用処理されるまでは貸借対照表の退職給付引当金には含まれず、オフバランスと
なる。
　ASBJ基準案においても、数理計算上の差異及び過去勤務費用は、原則として各期の発
生額について、平均残存勤務期間以内の一定の年数で按分した額を毎期費用処理すること
が提案されている。ただし、現行の日本基準とは異なり、未認識数理計算上の差異及び未
認識過去勤務費用は税効果を調整の上、OCIを通じて純資産の部に計上することが提案
されている（第 24項、第 25項）。
　②結論の根拠
　現行の日本基準では、未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務債務については貸借
対照表に計上されない（オフバランスになる）ので、積立状況を示す額（＝退職給付債務
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－年金資産）が積立超過（年金資産＞退職給付債務）のときに負債（退職給付引当金）が
計上されたり、積立不足（年金資産＜退職給付債務）のときに資産（前払年金費用）が計
上されたりすることがあり得るなど、退職給付制度に係る状況について財務諸表利用者の
理解を妨げているのではないかという指摘があった。
　このため、ASBJは、国際的な会計基準も参考にしつつ検討を行い、ASBJ基準案では、
未認識数理計算上の差異及び未認識過去勤務費用を、税効果を調整の上、純資産の部（そ
の他の包括利益累計額）に計上することにより、積立状況を示す額をそのまま負債（又は
資産）として計上することを提案した（第 52項）。
3.　米国基準
　本節では、米国基準における数理計算上の差異及び過去勤務費用の会計処理について確
認する。米国基準では、財務会計基準審議会（FASB）から 1985年 12月に公表された財
務会計基準書第 87号『事業主の年金会計』（SFAS87）及び 2006年 9月に公表された財務
会計基準書第 158号『確定給付年金その他の退職後制度に関する事業主の会計』
（SFAS158）において退職給付に関する主要な会計処理が規定されている。
　（1）　数理計算上の差異
　①会計処理
　米国基準では、数理計算上の差異は「利得及び損失（gains and losses）」と呼ばれ、実
績と仮定の差異及び仮定の変更から生じる、予測給付債務又は制度資産の額の変動と定義
されている（SFAS87, par. 29）。
　SFAS87及び SFAS158における数理計算上の差異の会計処理は複雑であるが、『退職給
付会計の見直しに関する論点の整理』によれば、次のようにまとめられる（第 79項）。
　数理計算上の差異は、次のいずれかの方法によって損益計算書で費用処理される。
（1） 前年度末の数理計算上の差異残高の総額のうち、回廊（前年度末における、年金資
産の 10％と退職給付債務の 10％のいずれか大きい額）を超える額について、平均
残存勤務期間で除した金額を損益計算書で認識する。
（2） 継続適用を前提に、（1）よりも早期の規則的な方法により損益計算書で認識する
（即時認識を含む。また、回廊内のものについても認識できる。）。ただし、（1）の
方が大きい年度では、（1）の金額を費用処理する。
　また、当年度に生じた数理計算上の差異のうち、損益計算書で費用処理されなかった部
分については、OCIを通じて一旦貸借対照表の資本の部のその他の包括利益累積額に計
上される。そして、その他の包括利益累積額に計上された部分については翌年度以降に改
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めて費用処理の対象とされ（遅延認識）、損益計算書で費用処理された分については OCI
から控除される（リサイクル）。
　②結論の根拠
　FASBは、退職後給付の取り決めが有する長期的な性質を反映するために、SFAS158に
おいても、数理計算上の差異を退職給付費用の構成要素として純損益で遅延認識するとい
うこれまでの実務を変更しなかった。さらに、こうした取扱いは、純損益で認識されない
一定の価値の増減を OCIに含める実務（たとえば、売却可能有価証券の未実現損益）と
も整合していることが指摘されている（SFAS158, par. B36）。
　（2）　過去勤務費用
　①会計処理
　米国基準では、過去勤務費用は、制度の変更（制度の創設を含む）によって与えられる
遡及的給付を行うのに要する費用と定義される（SFAS87, par. 24）。
　SFAS87及び SFAS158における過去勤務費用の会計処理は複雑であるが、『退職給付会
計の見直しに関する論点の整理』によれば、次のようにまとめられる（第 96項）。
　過去勤務費用は各従業員の残存勤務期間にわたり均等額が損益計算書で費用処理される
が（定額法）、継続適用を条件に、従業員の平均残存勤務期間で費用処理するなど、より
早期に費用処理する方法を採用することも認められている。また、当年度に生じた過去勤
務費用のうち、損益計算書で費用処理されなかった部分については、OCIを通じて一旦、
貸借対照表の資本の部のその他の包括利益累積額に計上される。そして、その他の包括利
益累積額に計上された部分については翌年度以降に改めて費用処理の対象とされ（遅延認
識）、損益計算書で費用処理された分については OCIから控除される（リサイクル）。
　②結論の根拠
　FASBは、SFAS158において、過去勤務費用を発生時に OCIで即時認識し、その後の
費用処理に伴って退職給付費用の構成要素として純損益にリサイクルする理由として、こ
のアプローチがこれまでの未認識損益の取扱いとも整合していることを挙げている。
FASBは、未認識損益と過去勤務費用との間には、異なる会計処理を行わなければならな
いほど大きな違いはないと判断した。しかも、このアプローチは、結果として簡潔、透明
で、対称的な会計処理となっているとしている。また、FASBは、過去勤務費用を無形資
産として認識することも検討したが、概念上及び理解可能性の両方の理由で、そのような
考えを受け入れなかった（SFAS158, pars. B40, B41）。
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4.　国際会計基準（IFRS）
　本節では、国際会計基準（IFRS）における数理計算上の差異及び過去勤務費用の会計
処理について確認する。IFRSでは、国際会計基準委員会（IASC）から 1998年 2月に公
表された国際会計基準第 19号『従業員給付』（IAS19）において退職給付に関する会計処
理が規定されており、これは 2002年 5月及び 2004年 12月の改訂を経て、2011年 6月に
最終改訂されている。
　（1）　数理計算上の差異
　①会計処理
　改訂前の IAS19では、数理計算上の差異は、事前の数理計算上の仮定と実際の結果と
の差異の影響と、数理計算上の仮定の変更の影響からなるものと定義されていた（改訂前
IAS19, par. 7）。また、その会計処理については、（a）未認識数理計算上の差異が回廊の範囲
を超えた場合のみ、その超過額を平均残存勤務期間以内で費用処理する、（b）回廊の範
囲内も含め、未認識数理計算上の差異を平均残存勤務期間以内で費用処理する、（c）発生
時に純損益で即時認識する、（d）発生時に OCIで即時認識し、その後に純損益へリサイ
クルしない、の 4つの選択肢を認めていた（改訂前 IAS19, pars. 92, 93）。
　これに対して、2011年 6月に改訂された IAS19（改訂後 IAS19）では、数理計算上の差異
は、事前の数理計算上の仮定と実際の結果との差異の影響と、数理計算上の仮定の変更の
影響から生じる、確定給付債務の現在価値の変動と定義された（改訂後 IAS19, par. 8）。これ
により、改訂前の定義には含まれていた、制度資産に係る期待運用収益と実際運用収益の
差異や、期待運用収益率の変更の影響は除外されることになった。また、その会計処理に
ついては、改訂前 IAS19において認められていた 4つの選択肢のうち、（d）OCIで即時
認識し、その後に純損益へリサイクルしないという処理に一本化された（改訂後 IAS19, pars. 
120, 122, 127）。
　②結論の根拠
　遅延認識を行うと、制度が積立不足の場合でも、財政状態計算書に資産が認識された
り、包括利益計算書に過去の期間に発生した経済事象から生じた利得又は損失が含まれる
可能性があるため、誤解を招くような情報を与えてしまう場合がある。そのため、IASB
は、確定給付制度の財務的影響を忠実に表現し、利用者の理解を容易にするために、改訂
前 IAS19における遅延認識の選択肢（a）及び（b）を削除し、即時認識を要求した（改訂
後 IAS19, par. BC70）。
　改訂後 IAS19では、即時認識された数理計算上の差異を含む確定給付費用を、勤務費
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用、利息純額及び再測定の 3つに分解することを要求している（改訂後 IAS19, par. BC65）。
このうち、再測定は、将来キャッシュフローの不確実性及びリスクに関する情報を提供す
るものの、将来キャッシュフローの起こり得る金額及び時期に関する情報はあまり提供し
ないため、予測価値の異なる確定給付費用の各内訳を分解する最も有益な方法は、再測定
を勤務費用や利息純額と区別して OCIで認識することであると考えられる。そのため、
IASBは、再測定に含まれる数理計算上の差異は、純損益ではなく OCIで認識すべきであ
ると結論付けた（改訂後 IAS19, pars. BC88, BC95）。
　OCIで認識後の純損益へのリサイクルに関しては、IASBは、IFRSにはリサイクルに関
しての一貫した方針がなく、リサイクルの時期や額を決定する適切な基準を設定すること
は困難であるとの理由により、リサイクルを禁止している（改訂後 IAS19, par. BC99）。
　（2）　過去勤務費用
　①会計処理
　IFRSでは、過去勤務費用は、当期中における退職後給付又はその他の長期従業員給付
の導入又は変更により生じた、過去の期間における従業員の勤務に係る確定給付制度債務
の現在価値の変動額として定義されている（改訂前 IAS19, par. 7）。
　改訂前 IAS19では、過去勤務費用について、給付が確定給付制度の導入又は変更の直
後にすでに権利が確定している場合には純損益で即時認識し、それ以外の場合には給付の
権利が確定するまでの平均期間にわたり定額法によって費用処理することとされていた
（改訂前 IAS19, pars. 96）。
　これに対して、改訂後 IAS19では、過去勤務費用を、制度変更又は縮小が発生した時
点か、関連するリストラクチャリング費用又は解雇給付を認識した時点のいずれか早い時
点で費用処理することが要求されている（改訂後 IAS19, par. 103）。
　②結論の根拠
　改訂後 IAS19において権利が未確定の過去勤務費用についても即時認識を求めること
としているのは、給付が将来の勤務を条件としている場合であっても、給付算定式に従っ
て給付を各勤務期間に帰属させ、当期勤務費用を認識することを求めてきたこれまでの
IAS19の規定と整合的であるためとされる（改訂後 IAS19, par. BC156（a））。
　また、IASBは、権利が未確定の過去勤務費用を即時認識する場合、給付算定式の選択
による恣意的な会計処理を引き起こす可能性があることを認めているが、権利が確定する
までの期間にわたり認識する場合であっても、権利確定条件の対象となる金額や権利が確
定するまでの期間を変更することにより、恣意的な会計処理を引き起こす可能性があると
して、そうした批判を退けている（改訂後 IAS19, pars. BC156（b））。
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5.　考察
　本節では、財務諸表の利用者にとっての意思決定有用性の観点から、数理計算上の差異
及び過去勤務費用の望ましい会計処理を検討する。具体的には、（1）これらの項目を貸借
対照表で遅延認識すべきか又は即時認識すべきか、（2）即時認識する場合には包括利益計
算書等で純損益と OCIのどちらに区分表示すべきか、また（3）包括利益計算書等で OCI
に区分表示する場合にはその後にリサイクルを行うべきか、という 3つの論点について検
討する。
　（1）　遅延認識か即時認識か
　ここでは、数理計算上の差異及び過去勤務費用を、貸借対照表で遅延認識すべきか又は
即時認識すべきかについて検討する。改訂後 IAS19の結論の根拠で述べられている通り、
遅延認識を行うと、制度が積立不足の場合でも、財政状態計算書に資産が認識されたり、
包括利益計算書に過去の期間に発生した経済事象から生じた利得または損失が含まれる可
能性があるため、誤解を招くような情報を与えてしまう場合がある。そのため、本稿で
は、確定給付制度の財務的影響を忠実に表現し、利用者の理解を容易にするために、遅延
認識を廃止し、即時認識を要求すべきであると考える。
　（2）　純損益か OCIか
　ここでは、数理計算上の差異及び過去勤務費用を即時認識する場合に、包括利益計算書
等で純損益と OCIのどちらに区分表示すべきかを検討する。そのような区分表示の考え
方として、2008年 3月のディスカッションペーパー『IAS第 19号「従業員給付」の改訂
に関する予備的見解』（DP）で 3つのアプローチが提案されていた（下記の表を参照）。
　アプローチ 1は、すべての収益及び費用（利得及び損失を含む）を純損益に計上するこ
とを求める IASBの概念フレームワークの考え方に基づいている。
　アプローチ 2は、退職給付費用の構成要素のうち、勤務に関連する費用全般は営業活動
に係るものとして純損益で認識し、その他の費用は退職給付の支払いを繰り延べることに
よって生じる財務費用として OCIに計上するという考え方に基づいている。
　アプローチ 3は、退職給付費用の構成要素のうち、発生要因が当該企業のマネジメント
のコントロール内にあるものについては純損益で認識し、コントロール外にあるものにつ
いては OCIで認識するという考え方に基づいている。
　本稿では、これらのアプローチのうち、異なる予測価値を有する事象から生じる利得又
は損失が純損益と OCIに区分され、財務諸表の利用者により有用な情報が提供できるア
プローチ 3を支持する。これによれば、数理計算上の差異のうち、年金資産の公正価値の
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変動額及び割引率の変更によって生じた部分を OCIで認識し、これら以外の要因による
数理計算上の差異及び過去勤務費用は純損益で認識することとなる。
　（3）　リサイクルをすべきかどうか
　ここでは、包括利益計算書等で OCIに区分表示する場合にその後リサイクルを行うべ
きかについて検討する。改訂後 IAS19の結論の根拠で述べられている通り、リサイクル
の時期や額を決定する適切な基準を設定することは困難である。また、リサイクルは期間
損益計算の考え方に反するため、OCIで認識された金額は、その後も純損益へリサイク
ルされるべきではないと考える。
6.　おわりに
　本稿の目的は、近年国際的に議論されている退職給付会計の見直しに関する論点のう
ち、特に数理計算上の差異及び過去勤務費用の望ましい会計処理を検討することであっ
た。具体的には、（1）これらの項目を貸借対照表で遅延認識すべきか又は即時認識すべき
か、（2）即時認識する場合には包括利益計算書等で純損益と OCIのどちらに区分表示す
べきか、また（3）包括利益計算書等で OCIに区分表示する場合にはその後にリサイクル
を行うべきかについて検討した。
　その結果、本稿では、次のように結論付けた。（1）遅延認識では誤解を与えるような情
報を提供してしまうため、即時認識すべきである。（2）発生要因がマネジメントのコント
表　退職給付費用の各構成要素の会計処理の比較
退職給付費用の
各構成要素の会計処理
日本
基準
米国
基準
改訂後
IAS19
DP1 DP2 DP3
勤務費用 P/L P/L P/L P/L P/L P/L
利息費用 P/L P/L P/L P/L OCI P/L
期待運用収益 P/L P/L ─ ─ ─ P/L
数理
計算
上の
差異
年金資産の公正価値の
変動による
遅延 遅延 OCI P/L OCI OCI
割引率の変更による 遅延 遅延 OCI P/L OCI OCI
その他 遅延 遅延 OCI P/L P/L P/L
過去勤務費用 遅延 遅延 P/L P/L P/L P/L
出所：『退職給付会計の見直しに関する論点の整理』の図表 3を一部修正
退職給付費用の各構成要素の処理に係る説明
P/L  ……損益計算書で認識する（遅延認識しない）。
遅延 ……遅延認識した結果として損益計算書で認識する。
遅延……リサイクルを通じて遅延認識した結果として、損益計算書で認識する。
OCI  ……リサイクルなしで、OCIで認識する。
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ロール内かコントロール外かによって退職給付費用の構成要素を純損益と OCIに区分し
て認識すべきであるとする DPで提案されたアプローチ 3の考え方に基づき、数理計算上
の差異については、年金資産の公正価値の変動額及び割引率の変更によって生じた部分を
OCIで認識し、これらを除いた部分を純損益で認識するべきであり、過去勤務費用につ
いては、純損益で認識すべきである。また、（3）リサイクルは期間損益計算の考え方に反
する上に、リサイクルの時期や額を決定する適切な基準を設定することは困難であるた
め、OCIで認識された金額は、その後も純損益へリサイクルされるべきではないと考え
る。
　現行の日本基準の会計処理は、上記のいずれの点についても本稿の結論と異なっている
が、ASBJ基準案の最終基準化によって即時認識が要求されれば、（1）の点については解
決される予定であった。しかし、最終基準は、当初は 2010年の 10～12月には公表される
予定であったが、現時点（2012年 3月 29日）においても公表されておらず、改訂作業が
遅れている。また、第 238回企業会計基準委員会の審議資料によれば、連結財務諸表にお
いては即時認識を要求する改訂の検討を行うことが提案されている一方、単体財務諸表に
おける取扱いについては、分配可能額、年金法制等との関係などの理由により、現状で
は、会計基準を改正することのコンセンサスが十分には得られていないと考えられ、当
面、現行の遅延認識の処理を維持することが提案されている。
　このように、日本の退職給付会計基準はまだまだ本稿の理想とは程遠いが、ASBJをは
じめとする各基準設定主体に対しては、財務諸表の利用者にとっての意思決定有用性の向
上に向けて引き続き退職給付会計の改訂を行うことを期待したい。
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【付記】
　本稿脱稿後の 2012年 5月 17日、ASBJは、企業会計基準第 26号『退職給付に関する会計基準』および
その適用指針を公表した。これにより、連結財務諸表では数理計算上の差異等の即時認識が要求されるこ
とになったが、単体財務諸表では当面、従来の遅延認識の処理を継続することとされた。
